
3  社会福祉施設等の 防災対策について 

(1) 社会福祉施設等の 防災対策の取組 

社会福祉施設等は 自力避難が困難な 者が多数入所する 施設であ ることから、 

次の事項に留意の 上、 施設の防火安全対策の 強化に努めるよう 管内社会福祉施 

設等に随時指導いただくとともに、 指導監査に際してほ 重点的な指導をお 願い 

する。 

①火災発生の 未然防止 

②火災発生時の 早期 通報・連絡 

③初期消火活動 

④夜間防火管理体制 

⑤避難対策 

⑥近隣住民、 近隣施設、 消防機関等との 連携協力体制の 確保 

⑦各種の補償保険制度の 活用 

加えて、 地震をはじめ、 集中豪雨や台風による 大規模な災害が 発生した場合 

には、 一施設レベルでの 防災対策では 十分な対応は 困難であ ることから、 各都 

道府県市においては、 平時より市町村等関係機関及び 地域の自主防災組織と 連 

携し、 地域防災計画及びハザードマップ 等に基づいた 効果的な防災訓練が 実施 

されるよ う お願いする。 

さらに、 社会福祉施設等は 地域の防災拠点として、 また災害救助法に 基づく 

「福祉避難所」としての 役割を有していることから、 各都道府県市においては 

管内市町村及び 社会福祉法人に 対し、 災害時の要援護者の 受人のための 協定の 

締結等について 指導いただくとともに、 緊急時の要援護者の 迅速かつ適切な 受 

人は ついて次のような 観点での指導をお 願いする。 

①地域における 社会福祉施設等の 役割を明確にしておくこと。 

②空きスペースを 福祉避難所として 活用すること。 

③ 要 援護者の緊急一時入所などの 愛人 は ついては、 既存スペースの 活用方法 

及び定員を超過した 利用等について 検討し、 愛人可能人員を 明らかにして 

おくこと。 
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: 《参照通知 か 

        「社会福祉施設における 地震防災応急計画の 作成について」 

      ( 昭和 55 年 1 同 16 日 社施 第 5 号 ) 

      「社会福祉施設における 防火安全対策の 強化について」 
  
  
  ( 昭和 6 2 年 9 月 1 8 日 社施 第 1 0 7 号 ) 
              

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
    

また、 地すべり防止危険区域等土砂等による 災害発生のおそれがあ るとして 

指定されている 地域等に所在している 社会福祉施設等においては 

①施設所在地の 市町村、 消防機関その 他の防災関係機関及び 施設への周知 

②施設の防災対策の 現状把握と情報の 伝達及び提供体制の 確立 

③入所者の外出等の 常用の常時把握や 避難及び避難後の 円滑な援護 

④消防機関、 市町村役場、 地域住民等との 日常の連絡を 密にし、 施設の構造、 

入所者の実態を 認識してもらうとともに、 避難、 消化、 避難後の円滑な 援 

護等を 行 う ための協力体制の 確保 等 

社会福祉施設等の 防災対策に万全を 期されたい。 
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(2) 被災施設の早期復旧 

社会福祉施設等災害復旧事務の 取扱いについては、 「社会福祉施設災害復旧貴国 

庫 負担 ( 補助 ) の協議について」 ( 平成 7 年 3 月 3 0 日 社援施 第 7 6 号社会・援護 

局長、 老人保健福祉局長、 児童家庭局長連名通知 ) に基づき、 災害発生後速やかに 

福祉基盤 課 に報告をお願いするとともに、 早期現状回復に 努め、 施設運営に支障が 

生じないよう 指導の登底を 図られたい。 
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4
 福祉サービスの 質の向上のための 取組について 

(1) 福祉サービス 第三者評価事業 

福祉サービス 第三者評価事業については、 国と地方の役割分担を 明確にした ぅ 

えで、 全国レベル及び 都道府県レベルにおける 推進体制を整備し、 同事業の更な 

る 普及・定着を 図るため、 平成 1 6 年 5 月 7 日に「福祉サービス 第三者評価事業 

に関する指針について」を 発出したところであ る。 各都道府県においては、 同指 

針に基づき、 早急に推進体制を 整備されるようお 願いしたい。 

ア 全国の推進組織 

全国社会福祉協議会が、 学識経験者等で 構成される「評価基準等委員会」、 

並びに、 都道府県推進組織及び 福祉サービス 第三者評価機関を 構成員とする 

「評価事業普及協議会」を 設置し、 福祉サービス 第三者評価事業の 推進及び 都 

道府県推進組織に 対する支援を 行 う こととしている。 

評価基準等委員会においては、 昨年 6 月以降、 障害分野、 児童分野における 

第三者評価基準の 判断基準等について 検討を重ねており、 検討結果を踏まえ、 

年度内を目途に 通知する予定であ る。 

評価事業普及協議会においては、 昨年 1 2 月に、 正式参加 1 4 府県のほか、 

オブザーバー 参加をあ わせて 4 2 道府県が参加した 第 1 画会合を開催し、 各都 

道府県の取組状況等について 情報交換を行ったところであ る。 また、 第 2 回会 

合が 3 月 2 5 日 ( 金 ) に開催される 予定であ るので、 各都道府県の 積極的な 参 

加 をお願いしたひ。 

イ 都道府県の推進組織 

評価事業普及協議会への 各都道府県からの 登録状況をみると、 平成 1 6 年 1 

2 月 i 3 日現在、 都道府県推進組織をすでに 設置している 自治体 は 1 4 府県に 

とどまるものの、 設置予定を含めると 3 i 府県となっており、 また、 これまで 

独自の取組みを 行っている自治体もあ ることから、 相当程度、 同事業の普及・ 

定着が進んでいるところであ る。 各都道府県においては、 平成 1 7 年度が 3 ヵ 

年計画の最終年度となっている 第三者評価機関育成支援事業 ( 平成 1 7 年度よ 

り 「セーフティネ 、 ット 支援対策等事業費補助金」 ( 参考資料 3 8 頁参照 ) ) を 

活用することも 含め、 引き続き推進組織の 整備に努められたい。 
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福祉 サー ピス第姉者評価事業の 推進体制 

助成・助言 

厚生労働省 都道府県 
く 情報提供   

助成・助言 助成・助言 

全国社会福祉協議会 都道府県推進組織 

全国社会福祉協議会に 評価事業普及協議会及 び 都道府県、 都道府県社会福祉協議会、 公益法人文 
評価基準等委員会を 設置 ほ 都道府県が適当と 認める団体とする   
以下の業務を 実施 第三者評価機関認証委員会   
0 都道府県推進組織に 関するガイドラインの 策定・ 更 
新 に関すること 0 第三者評価機関の 認証 

0 福祉 サー ピス第姉者評価機関認証ガイドラインの 策 0 第三者評価事業に 関する苦情等への 対応 
  

    定 ・更新に関すること 0 その他第三者評価事業の 推進 
O 。 
  

0 福祉 サー ピス第姉者評価基準ガイドラインの 策定   
更新に関すること 第三者評価 

事業推進の 
事業報告等 

0 福祉 サー ピス第姉者評価結果の 公表カイドラインの ために連携 

第三者評価基準等委員会   
0 第三者評価基準及 び 第三者評価の 手法の策定   

0 福祉 サー ピス第姉者評価事業の 普及啓発に関するこ 更新 

と 0 評価調査者養成研修及 び 評価調査者継続研修の 
0 その他福祉 サー ピス第姉者評価事業の 推進に関する 実施 

こと 0 第三者評価事業に 関する情報お 開 及 び 普及啓発 
情報の利用 

0 第三者評価結果の 公表等 

情 まほ @ 是 { 共 Ⅰ青華 伎提 { 井樵 

W  A  M  N 三 T ( 第三者評価事業に 関する情報の 掲載 ) 

情報の利用 情報の利用 情報の利用 

利 用 者 家 族 

第三者評価機関 
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(2) 福祉サービスに 関する苦情解決事業について 

苦情解決事業については、 利用者保護の 観点から仕組みを 構築しているところ 

であ るが、 参考資料「事業者段階における 苦情解決の取組状況」を 見ると、 例え 

ば 苦情受付窓口の 設置率は全体で 7 2. 1 。 K 、 そのうち私営施設 8 3. 10//0 、 公 

営 施設 5 0. 9% となっており、 苦情解決体制が 特に公営施設において 十分に整 

っていない状況にあ る。 ( 参考資料 4 1 頁 参照 ) 

ついては、 管内社会福祉施設に 対し、 制度の重要性を 再認識させるとともに、 

苦情解決の仕組みに 関する体制を 整備するよ う、 引き続き指導の 徹底をお願いし 

た い 。 

また、 運営適正化委員会については、 公平性・中立性の 確保や迅速な 事務の執 

行など適正な 運営が行われるよ う 、 都道府県社会福祉協議会に 対し、 引き続き指 

導の徹底をお 願いしたい。 

なお、 運営適正化委員会設置運営事業は、 平成 1 7 年度より 「セーフティネッ 

ト支援対策等事業費補助金」に 統合することとしている。 

(3) 福祉施設経営指導事業 

奉事業は、 「高齢者保健福祉推進士カ 年 戦略」等に基づき 整備が推進される 社 

会福祉施設の 適正かつ安定的な 経営の指導，援助を 目的として、 平成 2 年度より、 

都道府県社会福祉協議会に「福祉施設経営指導員」を 設置する等の 体制整備のた 

めの補助を行ってきたところであ る。 

今般、 三位一体改革により、 地方六団体から「移譲対象補助金」として 提案が 

あ り、 厚生労働省としても 地方公共団体の 事務として同化・ 定着し、 引き続き地 

方が実施する 必要があ る事業であ ることから平成 i 7 年度においてその 財源を移 

譲することとしたところであ る。 
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5
 独立行政法人福祉医療機構 

独立行政法人福祉医療機構 ( 以下「機構」という。 ) は、 独立行政法人通則 法 ( 平 

成 1 1 年 法律 第 1 0 3 号 ) 第 2 9 条 第 i 項の規定に基づいて 定められた機構が 達成す 

べき業務運営に 関する目標 ( いわゆる「中期目標」 ) において、 法人の業務運営につ 

いて、 効率的かつ効果的に、 透明性及び自主性をもって 行うことが求められているこ 

とから、 機構の業務運営について 一層のご協力をお 願いしたい。 

(1) 福祉貸付事業 ( 平成 1 7 年度予算 ( 案 )) 

ァ 貸付規模 

貸付契約 額 4, 64 3 億円 ( うち福祉貸付 2, 1 2 4 億円 ) 

資金交付 額 4, 6 7 9 億円 ( うち福祉貸付 2, 0 5 0 億円 ) 

イ 貸付条件の見直し 

機構の貸付を 取り巻く環境は、 財政投融資改革の 推進等により、 より厳しさ 

を増しているが、 このような状況の 中、 独立行政法人としての 使命を果たすた 

め 、 政策上必要な 施設整備を推進するために 必要な貸付原資の 確保を図るとと 

もに、 貸付条件の見直しを 行うこととしている。 

なお、 貸付条件の見直しについては、 平成 1 7 年度整備事業分から 適用する 

こととしている。 

( ア ) 元金償還 据置 期間の導入 

元金償還 据置 期間 (2 年以内 ) の導入に伴い、 無利子期間 (2 年以内 ) 

を廃止する。 

区 分 償還期間 5 年 超 償還期間 5 年以内 

据置 期間 2 年以内 1 年 以内 
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( イ ) 融資率の見直し 

特別養護老人ホーム 等の介護関連施設等については、 従来、 ゴールドプ 

ラン 2 1 ( 平成 1 2 年度～平成 1 6 年度 ) に基づき、 特例的な融資率 ( 小 

規模生活単位型特別養護老人ホーム ( いわゆる新型特養コ 9 0% 、 従来型 

特別養護老人ホーム 等 8 0%) を 適用してきたところであ るが、 平成 t 7 

年度から標準的融資率 (7 5%) に変更する。 

( 参考 1) 標準的融資率に 変更予定の施設等 

特別養護老人ホーム㎝ 膵蹄 靴型 齢 ㈹、 軽費老人ホーム、 ケアハウス、 老人 

デイサービスセンター、 老人短期入所施設、 認知 症 対応型老人共同生活 

援助事業、 社会福祉士養成施設、 介護福祉士養成施設、 保育士養成施設 

( 参考 2) 融資率一覧 ( 平成 1 7 年度予定 ) 

融 資 率 
区 分 

80% 75% 

児童福祉法 知的障害児施設、 知的障害児通園施設、 盲 ろう 

あ 児 施設、 肢体不自由児施設、 重症心身障害児 

施設、 情緒障害児短期治療施設、 保育所、 障害 
月 相談支援事業 

老人福祉法 養護老人ホーム 

左 

身体障害者福祉法 身体障害者更生施設、 身体障害者廉謹施設、 身 記 

体 障害者授産施設、 身体障害者デイサービスセ 以 

ンター、 身体障害者福祉ホーム、 身体障害者相 外 
談 支援事業 の 

施 

知的障害者福祉法 知的障害者更生施設、 知的障害者授産施設、 知 設 

的 障害者通勤 寮 、 知的障害者福祉ホーム、 知的 等 

障害者地域生活支援事業、 知的障害者相談支援 

事業、 知的障害者デイサービスセンター 

精神保健及び 精神 精神障害者社会復帰施設、 精神障害者居宅生活 
障害者福祉に 関す 支援事業 

る 法律 

( 注 ) 次に掲げる施設の 老朽整備事業については、 融資率は 80% であ る。 
生活保護法に 基づく救護施設 

児童福祉法に 基づく乳児院、 母子生活支援施設、 児童養護施設 
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( ウ ) 貸付金利の見直し 

介護関連施設及び 養成施設については、 財投金利に 0 ・ ¥% の上乗せを行う。 
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エ 老朽民間社会福祉施設整備事業等無利子貸付事業 

老朽民間社会福祉施設整備事業等に 該当するとして 交付金が交付される 施設 

に 対する貸付けについては、 国庫補助金対象事業と 同様に利子を 徴しないもの 

とすることを 検討しているところであ る。 

詳細な取扱いほついては、 後日、 機構よりお知らせする。 

オ 協調融資の導入 

介護関連施設等の 整備に係る資金需要に 対応して資金調達が 円滑に行えるよ 

う 、 機構と民間金融機関が 連携して融資を 行 う 協調融資の仕組みを 導入したと 

ころであ る ( 平成 1 7 年 3 月 1 日 現在 5 3 金融機関 : 参考資料 4 2 頁参照 ) の 

で、 管内社会福祉法人等に 対し活用を検討する よう 助言されたい。 

なお、 社会福祉法人が 基本財産を担保提供する 際には、 機構融資を除き 所轄 

庁の承認が必要とされていたが、 「社会福祉法人審査基準及び 社会福祉法人定 

款 準則の一部改正について」 ( 平成Ⅰ 6 年 1 0 月 2 9 日雇 児 登第 1029002 号、 社 

援発 第 1029001 号、 老登第 1029002 号 ) により、 協調融資に関して 担保提供する 

場合の承認の 取扱いについては、 所轄庁の承認を 不要としたところであ るので 

ご留意いただきたい。       
    

      [ 仕 紀国 ] 
  
  
  
    

  " 一 "   
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力 並行審査の取扱い 

国庫補助金対象事業であ って 、 新たに社会福祉法人を 創設して事業を 行うこ 

とを予定している 場合には、 国庫補助協議の 審査及び法人設立認可の 審査と並 

行して機構の 融資審査を行 い 相互の連携を 図っているところであ る。 

機構への借入申込に 際しては、 基本的な法人要件の 不備や不適切な 資金計画 

等により融資審査に 支障を来たすことのないよう 法人審査はもとより 整備計画 

の 内容の妥当性及び 資金計画の確実性についても 十分な精査を 行 う とともに法 

人等事業者への 適切な指導を 図られたい。 

なお、 交付金対象事業に 係る並行審査の 取扱いについては、 後日お知らせす 

る。 

キ 都道府県市の 意見書 

国庫補助金対象事業及び 交付金対象事業のうち 都道府県 ( 政令市、 中核市を 

含む。 以下同じ。 ) 交付金により 整備を行う施設等にかかる 借入申込みにあ た 

っては、 従来どおり、 各都道府県知事 ( 市長 ) の意見書の提出をお 願いしたい。 

また、 上記に加え、 交付金対象事業のうち 市町村 ( 特別区を含む。 以下同 

じ。 ) 交付金により 整備を行 う 施設等については、 融資審査の厳正化を 図る観 

点から、 市町村長の意見書の 提出を新たにお 願いすることを 検討している。 

意見書 は 、 融資審査において、 各自治体における 当該施設・事業の 福祉政策 

上の位置づけ、 資金計画、 法人の経営状況 ( 創設法人の場合には 法人要件等 ) 

等を判断し、 融資決定を行う 上での重要な 資料となるものであ ることから、 意 

貝書を交付する 際には、 事業計画の的確性及び 資金計画の確実性等の 内容につ 

いて、 精査いただくようお 願いしたい。 

なお、 意見書の様式等については、 後日、 機構よりお知らせするが、 各都道 

府県におかれては、 管内市町村に 対して速やかな 情報提供をお 願いしたり。 

[ 意見書の区分 ] 

区 分 z 都道府県の意見書 市町村の意見書 

国庫補助金対象事業 O   

都道府県交付金対象事業 O   

市町村交付金対象事業 O O 
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(2) 社会福祉施設職員等退職手当共済事業 

ア 平成 1 7 年度予算 ( 案 ) における給付予定額 

( ァ ) 給付予定人員 5 8, 8 4 5 人 

( イ ) 給付総額 6 8 3. 2 億円 

( ウ ) 単位金額について 

都道府県補助金の 算定基礎となる 平成 i 7 年度単位金額については、 平 

成 1 6 年度不足 額 ( 国の平成 i 6 年度補正予算相当額 ) が上乗せされるた 

め 、 増加が見込まれるので 留意されたい。 

なお、 平成 1 7 年度単位金額については、 平成 1 7 年度予算が成立次第 

お知らせすることとしている。 

イ 平成 1 6 年度における 状況 

平成 1 6 年度において、 退職手当金の 支給が大幅に 遅れているところであ り、 

その主な要因は、 社会福祉施設等に 従事する職員の 退職が当初見込みと 比べ 増 

如 したことにあ るが、 一部の県からの 機構への補助金の 交付が遅延しているこ 

とも一因となっている。 水制度の円滑な 実施のため、 未だ 未 交付の県において 

は、 速やかに交付されたい。 

また、 平成 1 7 年度以降においても 特段のご配慮をお 願いしたい。 

ウ 平成 1 6 年度補正予算 

平成 1 6 年度において、 給付人員が当初計画と 比べ増加し、 給付総額の不足 

が 見込まれることとなったため、 国庫補助分の 不足について 平成 1 6 年度補正 

予算により対応したところであ る。 

① 給付予定人員 5 5, 7 1 8 人 づ 6 4, 8 7 9 人 

② 給付総額 6  2  4. 5 億円 づ 7  8  9. 3 億円 
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